
施設評価結果（保育園、幼稚園、学校関係）
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＜統廃合を検討する＞
香登地区にある香登保育園と大内保育園（廃園）を１園に統合し、３歳以下
児については香登保育園を本園として、４歳以上児については香登幼稚園を
分園として、資本投下を抑えるためそれぞれ既存施設を利用し、保育に欠け
る子は長時間保育、保育に欠けない子は短時間保育による就学前教育が受け
られるよう近距離にありながら幼保一体化施設として運営形態を変更するこ
とが望ましい。

＜統廃合を検討する＞
伊部地区にある伊部保育園（廃園）と殿土井保育園を１園に統合し、施設の
老朽化が激しい殿土井保育園を伊部幼稚園に隣接した場所に建て替え、幼保
連携型の認定こども園として、保育に欠ける子は長時間保育、保育に欠けな
い子は短時間保育による就学前教育が受けられるよう運営形態を変更するこ
とが望ましい。

＜統廃合を検討する＞
西鶴山地区には幼稚園がないため、現西鶴山保育園をそのまま利用し、これ
に幼稚園機能を加えた保育所型認定こども園として、保育に欠ける子は長時
間保育、保育に欠けない子は短時間保育による就学前教育が受けられるよう
運営形態を変更することが望ましい。

＜統廃合を検討する＞
日生地区にある日生保育園と日生幼稚園は隣接しており、現保育園施設と現
幼稚園施設を利用し、幼保連携型認定こども園として、保育に欠ける子は長
時間保育、保育に欠けない子は短時間保育による就学前教育が受けられるよ
う運営形態を変更することが望ましい。

＜統廃合を検討する＞
三石地区にある三石保育園と三石幼稚園は隣接しており、現保育園施設と現
幼稚園施設の一部を利用し、保育園に幼稚園機能を加えた保育所型認定こど
も園として、保育に欠ける子は長時間保育、保育に欠けない子は短時間保育
による就学前教育が受けられるよう運営形態を変更することが望ましい。

＜現在の管理運営形態が望ましい＞
伊里地区にある穂浪保育園、木生保育園、伊里幼稚園を統合し、平成22年4月
に幼保一体型施設として運営している。運営形態は幼保連携型認定こども園
として、保育に欠ける子は長時間保育、保育に欠けない子は短時間保育によ
る就学前教育が受けられるよう運営形態を変更する。

＜統廃合を検討する＞
片上保育園は現片上幼稚園に保育園機能を加えた幼稚園型認定こども園とし
て、保育に欠ける子は長時間保育、保育に欠けない子は短時間保育による就
学前教育が受けられるよう幼保一体型施設とする。
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＜現在の管理運営形態が望ましい＞
諸島地区にある唯一の保育園であるため、必要性が高い。架橋事業が完了す
るまで現状維持とする。

＜統廃合を検討する＞
吉永地区にある吉永保育園と吉永・神根幼稚園の3園を旧吉永病院跡地に新設
統合し、幼保連携型認定こども園として、平成24年4月の開園を目指していた
が、現在、整備計画は白紙状態となっている。

平成22年度伊里共同調理場へ統合（H22.9）

＜統廃合を検討する（全面委託が可能）＞
児童・生徒が減少しており、単独調理場の廃止を含め、調理場の調理能力を
生かすため配食する学校園を検討再編することが望ましい。単独校調理配食
を継続する要望が強いことは考慮する必要がある。

＜現在の管理運営形態が望ましい＞
施設の効率的運営のため、正規職員の退職不補充・臨時職員への切替を行っ
てきた。今後、園児・児童・生徒数の減少が見込まれるなか、安全でおいし
い給食の提供、食育の推進なども考慮のうえ、施設の管理運営を検討してい
く必要がある。

＜現在の管理運営形態が望ましい（事務等一部委託が可能）＞
施設の効率的運営のため、正規職員の退職不補充・臨時職員への切替を行っ
てきた。今後、園児・児童・生徒数の減少が見込まれるなか、安全でおいし
い給食の提供、食育の推進なども考慮のうえ、施設の効率的管理運営を検討
していく必要がある。

＜現在の管理運営形態が望ましい＞
共同調理場の調理能力を生かすため配食する学校の再編統合を終え、組織や
機構改善ではなく、給食提供内容の改善・充実が求められる。

＜統廃合を検討する＞
児童・生徒が減少しており、調理場の調理能力を生かすため、配食する学校
の検討が必要である。
ただし、炊飯施設の新設のほか、施設改良が必要となる。

－ － －
県立高校の建物・敷地を借用しており、施設に係る維持管理費が軽微であ
る。施設管理運営上は、今後もこの形態による管理が望ましい。
なお、高校授業料無償化制度下での初年度であった。
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少子化が進み、将来的に園児数は減少傾向にあり、就学前教育に対する保護者のニーズも多様化している。入園園児
数も年度によってばらつきがあり推計しがたい。
施設管理費など経常経費の節減に努めている。施設は年々老朽化しており、今後も日常点検を細かく行うなど、維持
管理費の節減に努めていくとともに、新園舎建設計画があったため未着手であった耐震化事業を行う必要性が高まっ
ている。

少子化が進み、将来的に園児数は減少傾向にあり、就学前教育に対する保護者のニーズも多様化している。
入園園児数も10人前後から減少に転ずると推測される。
施設管理費など経常経費の節減に努めているが、施設は年々老朽化しており、維持管理費の節減には限界がある。

平成22年度から幼保一体施設で幼児教育を行っており、就学前教育に対する保護者のニーズも多様化に対応してい
く。
少子化が進み、将来的に園児数は減少傾向にあることは変わらないが、入園園児数は微増傾向を示すものと考える。
市初の幼保一体型施設であり、その動向は後に続く施設の指針となるので、細心の注意を払って運営管理を行う必要
を認める。

少子化が進み、将来的に園児数は減少傾向にあり、就学前教育に対する保護者のニーズも多様化している。入園園児
数も年度によってばらつきがあり推計しがたい。一方、施設管理費など経常経費の節減に努めている。今後も日常点
検を細かく行うなど、維持管理費の節減に努めていく。

少子化が進み、将来的に園児数は減少傾向にあり、就学前教育に対する保護者のニーズも多様化している。
入園園児数は年度によってばらつきがあるものの減少傾向を示しているので、施設管理費など経常経費の節減に努め
ていくことが必要である。

少子化が進み、将来的に園児数は減少傾向にあり、就学前教育に対する保護者のニーズも多様化している。入園園児
数も年度によってばらつきがあり推計しがたい。
施設管理費など経常経費の節減に努めているが、施設は年々老朽化しており、突発的に比較的大きな修繕費を要する
ことも出てくる。今後も日常点検を細かく行うなど、維持管理費の節減に努めていく。

少子化が進み、将来的に園児数は減少傾向にあり、就学前教育に対する保護者のニーズも多様化している。
施設管理費など経常経費の節減に努めているものの、施設は年々老朽化しており、今後も日常点検を細かく行うな
ど、維持管理費の節減に努めていくが、耐震化事業を年次的に進める必要がある。

少子化が進み、将来的に園児数は減少傾向にあり、就学前教育に対する保護者のニーズも多様化している。
施設管理費など経常経費の節減に努めているが、施設は年々老朽化しており、今後も日常点検を細かく行うなど、維
持管理費の動向を注視していく。
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少子化が進み、将来的に園児数は減少傾向にあり、就学前教育に対する保護者のニーズも多様化している。
幼保一体型施設であるこども園建設事業に着手しており、今後大きな環境変化と経費変化が見込まれるので、現行施
設の改良を伴う維持管理費については必要最小限に留めていく。
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施設評価結果（保育園、幼稚園、学校関係）
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児童数は減少傾向にあり、今後、児童一人当たりの経費も増大してくることが予想される。経常経費である施設管理
費の削減については、職員へ削減意識が浸透し、節減努力により年度間のばらつきもあるが、一定の効果は上がって
きている。今後も光熱水費使用量の管理、正規職員の退職不補充・臨時職員の切替など、経費削減の努力を継続して
いく必要がある。

児童数は減少傾向にあり、今後、児童一人当たりの経費も増大してくることが予想される。経常経費である施設管理
費の削減については、職員へ削減意識が浸透し、節減努力により年度間のばらつきもあるが、一定の効果は上がって
きている。今後も光熱水費使用量の管理、正規職員の退職不補充・臨時職員の切替など、経費削減の努力を継続して
いく必要がある。
隣接する幼稚園において、大規模改築（こども園建設）が計画されており、計画推移によっては改修等の事業化も予
測される。

児童数は減少傾向にあり、今後、児童一人当たりの経費も増大してくることが予想される。経常経費である施設管理
費の削減については、職員へ削減意識が浸透し、節減努力により年度間のばらつきもあるが、一定の効果は上がって
きている。今後も光熱水費使用量の管理、正規職員の退職不補充・臨時職員の切替など、経費削減の努力を継続して
いく必要がある。

児童数は、横ばいか、やや増加傾向となっている。経常経費である施設管理費の削減については、職員へ削減意識が
浸透し、節減努力により年度間のばらつきもあるが、一定の効果は上がってきている。今後も光熱水費使用量の管
理、正規職員の退職不補充・臨時職員の切替など、経費削減の努力を継続していく必要がある。
市立学校教育環境整備検討委員会の報告においては、通学の安全面や保護者の経済的負担に配慮しながら近距離にあ
る小学校との統廃合や学区見直しにより学校規模の適正化を図ることが望まれるとされている。市教委としては、校
舎等の耐震補強も必要なことから、通学距離、所要時間などの教育的配慮とともに、地域振興に係る観点を考慮しな
がら総合的な検討を要する。

児童数は減少傾向にあり、今後、児童一人当たりの経費も増大してくることが予想される。経常経費である施設管理
費の削減については、職員へ削減意識が浸透し、節減努力により年度間のばらつきもあるが、一定の効果は上がって
きている。今後も光熱水費使用量の管理、正規職員の退職不補充・臨時職員の切替など、経費削減の努力を継続して
いく必要がある。
児童が減少傾向にあり、将来の市内小学校のあるべき姿について、学校教育や地域における役割、財政面など、全市
的見地に立って多方面から検討する必要がある。
市立学校教育環境整備検討委員会の報告においては、通学の安全面や保護者の経済的負担に配慮しながら近距離にあ
る小学校との統廃合や学区見直しにより学校規模の適正化を図ることが望まれるとされたが、市教委としては、校舎
等の建築は他校に比して古くなく、隣接する保育園、共同調理場などに代表される施設活用のあり方など、多岐にわ
たる総合的な検討を要する。

児童数はほぼ横ばい傾向にある。経常経費である施設管理費の削減については、職員へ削減意識が浸透し、節減努力
により年度間のばらつきもあるが、一定の効果は上がってきている。今後も光熱水費使用量の管理、正規職員の退職
不補充・臨時職員の切替など、経費削減の努力を継続していく必要がある。
児童数は横ばい傾向だが、将来の市内小学校のあるべき姿について、近隣の他学区の見直しが図られた場合は学校教
育や地域における役割、財政面など、総合的見地に立って検討する必要がある。
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施設評価結果（保育園、幼稚園、学校関係）
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施設の効率性

判定・コメント施設の名称 所管

11,476千円 
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児童数は減少傾向にあり、今後、児童一人当たりの経費も増大してくることが予想される。経常経費である施設管理
費の削減については、職員へ削減意識が浸透し、節減努力により年度間のばらつきもあるが、一定の効果は上がって
きている。今後も光熱水費使用量の管理、正規職員の退職不補充・臨時職員の切替など、経費削減の努力を継続して
いく必要がある。

児童数は減少傾向にあり、今後、児童一人当たりの経費も増大してくることが予想される。経常経費である施設管理
費の削減については、職員へ削減意識が浸透し、節減努力により年度間のばらつきもあるが、一定の効果は上がって
きている。今後も光熱水費使用量の管理、正規職員の退職不補充・臨時職員の切替など、経費削減の努力を継続して
いく必要がある。
市立学校教育環境整備検討委員会の報告においては、通学の安全面や保護者の経済的負担に配慮しながら近距離にあ
る小学校との統廃合や学区見直しにより学校規模の適正化を図ることが必要とされている。市教委としては、通学距
離、所要時間などの教育的配慮や三国小学校のあり方とともに、地域振興に係る観点を考慮しながら総合的な検討を
要する。

児童数は減少傾向にあり、今後、児童一人当たりの経費も増大してくることが予想される。経常経費である施設管理
費の削減については、職員へ削減意識が浸透し、節減努力により年度間のばらつきもあるが、一定の効果は上がって
きている。今後も光熱水費使用量の管理、正規職員の退職不補充・臨時職員の切替など、経費削減の努力を継続して
いく必要がある。
市立学校教育環境整備検討委員会の報告においては、通学の安全面や保護者の経済的負担に配慮しながら近距離にあ
る小学校との統廃合や学区見直しにより学校規模の適正化を図ることが必要とされている。市教委としては、校舎等
の耐震補強も必要なことから、通学距離、所要時間などの教育的配慮やや隣接する中学校のあり方とともに、地域振
興に係る観点を考慮しながら総合的な検討を要する。

児童数は減少傾向にあり、今後、児童一人当たりの経費も増大してくることが予想される。経常経費である施設管理
費の削減については、職員へ削減意識が浸透し、節減努力により年度間のばらつきもあるが、一定の効果は上がって
きている。今後も光熱水費使用量の管理、正規職員の退職不補充・臨時職員の切替など、経費削減の努力を継続して
いく必要がある。
なお、平成23年度から屋内体育館の耐震化事業に着手する。

児童数は、今後も横ばいかやや増加傾向にある。児童数が少なく児童一人当たりの経費は大きい。経常経費である施
設管理費の削減については、職員へ削減意識が浸透し、節減努力により年度間のばらつきもあるが、一定の効果は上
がってきている。今後も光熱水費使用量の管理、正規職員の退職不補充・臨時職員の切替など、経費削減の努力を継
続していく必要がある。
市立学校教育環境整備検討委員会の報告においては、通学の安全面や保護者の経済的負担に配慮しながら隣接する小
学校との統廃合や学区見直しにより学校規模の適正化を図ることが必要とされている。市教委としては、通学手段の
変化を見つつ、地域振興に係る観点を考慮しながら総合的な検討を要する。

児童数は減少傾向にあり、今後、児童一人当たりの経費も増大してくることが予想される。経常経費である施設管理
費の削減については、職員へ削減意識が浸透し、節減努力により年度間のばらつきもあるが、一定の効果は上がって
きている。今後も光熱水費使用量の管理、正規職員の退職不補充・臨時職員の切替など、経費削減の努力を継続して
いく必要がある。
平成22年度に耐震化事業を終え、改築での施設面での充実が図られたところで、本年度は経費面の推移を注視する。
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施設評価結果（保育園、幼稚園、学校関係）
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施設の効率性

判定・コメント施設の名称 所管

6,884千円 

764,889円 

22,467千円 
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生徒数は、減少傾向にある。経常経費である施設管理費の削減については、職員へ削減意識が浸透し、節減努力によ
り年度間のばらつきもあるが、一定の効果は上がってきている。今後も光熱水費使用量の管理、正規職員の退職不補
充・臨時職員の切替など、経費削減の努力を継続していく必要がある。
なお、平成23年度には屋内体育館耐震化事業に着手する。

生徒数は、減少傾向にある。経常経費である施設管理費の削減については、職員へ削減意識が浸透し、節減努力によ
り年度間のばらつきもあるが、一定の効果は上がってきている。今後も光熱水費使用量の管理、正規職員の退職不補
充・臨時職員の切替など、経費削減の努力を継続していく必要がある。
なお、平成22年度から着手している耐震度が著しく低い屋内体育館の耐震化改築を行う。
ただ、市立学校教育環境整備検討委員会の報告において、通学の安全面や保護者の経済的負担に配慮しながら近距離
にある中学校との統廃合や学区見直しにより学校規模の適正化を図ることが必要とされており、市教委としては、校
舎等の耐震補強も必要なことから、通学距離、所要時間などの教育的配慮やや隣接する小学校のあり方とともに、地
域振興に係る観点を考慮しながら総合的な検討を要する。

生徒数は、今後もほぼ現状維持の傾向にある。経常経費である施設管理費の削減については、職員へ削減意識が浸透
し、節減努力により年度間のばらつきもあるが、一定の効果は上がってきている。今後も光熱水費使用量の管理、正
規職員の退職不補充・臨時職員の切替など、経費削減の努力を継続していく必要がある。

生徒数は、一時増加するものの、ほぼ現状維持の傾向にある。経常経費である施設管理費の削減については、職員へ
削減意識が浸透し、節減努力により年度間のばらつきもあるが、一定の効果は上がってきている。今後も光熱水費使
用量の管理、正規職員の退職不補充・臨時職員の切替など、経費削減の努力を継続していく必要がある。

児童数は減少傾向にあり、今後、児童一人当たりの経費も増大してくることが予想される。経常経費である施設管理
費の削減については、職員へ削減意識が浸透し、節減努力により年度間のばらつきもあるが、一定の効果は上がって
きている。今後も光熱水費使用量の管理、正規職員の退職不補充・臨時職員の切替など、経費削減の努力を継続して
いく必要がある。
市立学校教育環境整備検討委員会の報告においては、通学の安全面や保護者の経済的負担に配慮しながら近距離にあ
る小学校との統廃合や学区見直しにより学校規模の適正化を図ることが必要とされている。市教委としては、通学距
離、所要時間などの教育的配慮や神根小学校のあり方とともに、地域振興に係る観点を考慮しながら総合的な検討を
要する。

生徒数は、年度間にばらつきがあるが減少傾向にある。経常経費である施設管理費の削減については、職員へ削減意
識が浸透し、節減努力により年度間のばらつきもあるが、一定の効果は上がってきている。今後も光熱水費使用量の
管理、正規職員の退職不補充・臨時職員の切替など、経費削減の努力を継続していく必要がある。
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